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＜総説＞

抄録
東日本大震災やその後の災害において，水道は大きな断水被害を受けた．水道は重要なライフライ
ンであり，断水によって日常生活や社会経済活動が大きく影響を受ける．東日本大震災等の災害を教
訓とし，応急給水活動を含め，災害対応に関連した手引き等は改訂，あるいは新たに作成された．水
道施設の耐震化が進められ，特に病院等の重要給水施設への対策は優先的に実施された．水質事故の
経験を踏まえ，摂取制限を伴う給水継続の考え方が示され，その後，災害時の適用事例も報告された．
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Abstract
In the Great East Japan Earthquake and subsequent disasters, the water supply system was severely 

damaged. Since water supply is an important lifeline, daily life and socioeconomic activities are greatly 
affected by cutoff water supply. Based on the experience from the Great East Japan Earthquake and other 
disasters, guidances related to disaster responses including emergency water supply activities were revised 
or newly developed. The earthquake-resistant of water supply facilities has been promoted, and measures 
for important target facilities of water supply such as hospitals have been conducted with priority. From the 
experience of the water quality accident, the concept of continued water supply with restricted intake was 
developed. The concept was applied in some disasters since them.

keywords: water supply, emergency water supply, important target facility of water supply, water quality 
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I．はじめに

東日本大震災は，1887年近代水道創設以来，最大規模
の被害をもたらした．震源地に近い岩手県，宮城県，福
島県，茨城県を中心に19都道県の広範囲にわたり264の
水道事業体が被災し，断水戸数約256.7万戸，最大断水
日数約 5 か月（津波地区等除く）におよんだ[1]．
水道水は，飲料水のみならず，風呂や洗濯，炊事，ト
イレ等の家庭用水，飲食店，デパート，学校，病院，銀
行，消火用水等の都市活動用水等にも使用されている
[2]．断水の発生は，国民の衛生的な日常生活や社会経
済活動に甚大な影響をおよぼす．特に，医療施設では，
被災地の負傷した住民や外来，入院患者の治療が支障を
きたすことになる．東京電力福島第一原発事故による放
射性物質の水道水汚染の対応には，水道水の摂取制限を
行い，飲用水，乳幼用の水は確保しつつ，給水を継続す
る措置が講じられた[3,4]．給水車等による応急給水では，
生活用水や都市活動用水をまかなうことは困難であるこ
とから，この放射性物質による水質事故と2012年 5 月の
約36万世帯の断水被害が発生した利根川水系のホルムア
ルデヒト前駆物質による水質事故を踏まえて[5]，水道
事業者等が摂取制限を行いつつ給水を継続することを選
択肢として適切に判断できるよう，その考え方が整理さ
れた[6]．
東日本大震災後，大規模地震の発生の他，毎年のよう

に豪雨や巨大台風が襲来し，断水被害が発生している，
政府は，気象災害，南海トラフ地震や首都直下地震等，
大規模自然災害に備え，水，電気等のライフライン，病
院等の国民の生命を守る重要インフラの機能維持のため，
2018年12月「防災・減災，国土強靭化のための 3 か年緊
急対策」や2020年12月「防災・減災，国土強靭化のため
の 5 か年加速化対策」を策定した[7,8]．厚生労働省では，
水道分野については，重要給水施設に至るルート上にあ
る水道施設や基幹管路に具体的な数値を掲げて取り組む
ことにしている[9]．また，病院，福祉施設の耐震性強
化対策，災害拠点病院の診療機能を 3 日程度維持するた

めに給水設備の設置等を求めている[10]．
本稿では，東日本大震災の教訓を踏まえ，災害時にお
ける水道水の安全性と量的確保の点から，災害時の応急
給水活動や重要施設への給水確保に対する取り組みにつ
いて，国や水道事業体等の実務的内容，および関連する
研究内容の整理を行った．

II．非常時の水質検査と水質異常時の対応

 1 ．非常時の水質検査
災害時には，水道施設が被害を受け，水質検査機器も
使用できない可能性がある．しかし，このような状況で
も，飲用水の安全性について，迅速な確認が求められる．
2012年，東日本大震災での経験から，（社）日本水道
協会（現，（公社）日本水道協会）は，震災等の非常時
における水質試験方法を発行し，この中で，飲用水（飲
料水，水道水）について（表 1 ），発災後の復旧過程での，
安全確認のための水質試験の項目とその判断基準（判定
フロー）を整理した[11]．検査機器等が不十分な状況下
での水質試験であるため，各飲用水に前提となる条件を
示し，測定項目は外観，臭気，濁度，残留塩素（飲用水
の種類によっては大腸菌）等の限られた項目とした．水
質検査は，検査方法告示によって定められた方法（告示
法）で行うこととなっているが[12,13]，飲用水の飲用判
定を行う上で利用可能な水質試験方法を汎用法とし，携
帯型水質測定機器や簡易水質測定キットを用いた方法も
採り上げている[11]．残留塩素の検査方法は，携帯型残
留塩素計を用いた方法の告示法への追加が進められてい
る（2022年 4 月 1 日適用予定）[14]．非常時の水質試験
に必要な機器，試薬は，平常時から保管場所を定め，ま
とめて保管し，機器の動作確認や試薬の有効期限に留意
する必要がある[11]．
近年は，井戸水等の生活用水への利用も進んでいる．
表 1 では，飲料水の分類に井戸水等も含まれているが，
飲用可能かどうかの判断は供給側の責任であるため，非
常時における飲用水への利用を考える場合，平常時から

表 1　復旧過程における飲用水と水質試験[11]
分類 満たすべき前提条件 水質試験

飲料水

ボトル水（市販のボトル水，水道事業
体等の非常用備蓄水） 未開封のもの，消費期限内のもの 品質保証有り，試験の必要なし

水道水由来（受水槽等タンクに残った
水，ポリタンク等に保存した水，風呂
などへの汲み置き水など）

浄水処理された水道水が一定期間貯留
されたもの，明らかな水質汚染のない
もの

水道水からの大きな水質変化がないこ
との確認 1）

井戸水等由来（井戸水，沢水，湧水） 浄水処理されていないもの，汚染がな
く飲用できる可能性のある水 汚染がないことを確認 1）

水道水

応急給水（応急給水施設，給水車から
給水される水）

浄水処理された水，水道施設から補給
されるもの 異常のない水道水であることの確認 1）

復旧給水（復旧した水道施設から給水
される水） 浄水処理された水 施設復旧を水質的に確認 1）

1）飲用判定フローは引用文献[11]に掲載
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飲用水として利用可能な水準での管理が望ましいと考え
られる．

 2 ．水質異常時の対応
水道水は，飲用水だけでなく，風呂，洗濯，トイレ等
の生活用水として利用されている．また，水道水は医療，
施設の管理にも利用されており，断水が起こると社会経
済活動に深刻な影響をおよぼす．
東日本大震災では，原子力発電所の事故にともなって
放射性物質が放出され，水道水中からも放射性物質は
検出された[3,4]．厚生労働省は，乳児を含めた水道水の
摂取制限とその広報の目安を示し，その要請を行った
[15,16]．放射性ヨウ素が指標値等（300 Bq/kg）を超過
したことにより，福島県内の 1 簡易水道事業で水道水の
摂取制限とその広報が行われ，同様に乳児に対する指標
値等（100 Bq/kg）を超過したことにより，5都県（福島県，
茨城県，栃木県，東京都，千葉県）の20水道事業者等で
乳児に対する水道水の摂取制限とその広報が行われた
[4]．放射性セシウムの指標値等の超過による，水道水
の摂取制限の事例は無かった．その後，2012年 4 月より，
放射性物質の指標は，放射性セシウムについて管理目標
値として10 Bq/kgに見直された[17]．現在，福島県内お
よび福島県近隣の10都県（宮城県，山形県，新潟県，茨
城県，栃木県，群馬県，埼玉県，東京都，神奈川県，千
葉県）において，水道水中の放射性セシウムは検出され
ていない（2021年10月18日公表）[18]．
水中の放射性物質濃度は非常に低いが，浄水処理に
よって除去する場合，放射性物質の形態に着目する必要
がある[19]．放射性ヨウ素のうち，ヨウ化物イオンの形
態のものは，粉末活性炭による除去は困難であるが，低
注入率の塩素処理を組み合わせることで，ヨウ化物イオ
ンは次亜ヨウ素酸の形態に変換され，粉末活性炭での除
去率が向上する[19]．塩素注入率が高かったり，塩素と
の反応時間が長いと，ヨウ化物イオンはヨウ素酸イオン

にまで酸化され，粉末活性炭での除去は困難となる．ま
た，放射性セシウムは，水中では懸濁態かイオンの形態
で存在するが，イオンの形態は浄水処理において凝集沈
殿処理では除去困難である．この場合，原水に濁質を加
え，イオンの形態の放射性セシウムを濁質に吸着させて
懸濁態に変えることで，凝集沈殿処理での除去が可能と
なる[19]．
2012年，利根川水系でのホルムアルデヒド前駆物質に
よる水質事故が発生し[5]，浄水場で行う塩素処理によ
り，浄水において水質基準項目であるホルムアルデヒド
が基準値超過した．その後の調査で，水質事故の原因は，
ヘキサメチレンテトラミンが塩素と反応することでホル
ムアルデヒドを原因物質として特定された．この水質事
故で，1都 4 県の 8 浄水場で取水停止・減量，千葉県内の
約36万世帯で断水被害が発生した．
塩素処理によってホルムアルデヒドを高生成率で生成
する物質は，N-メチルアミノ基を有する第三級アミン
類であり，分子あたりの数が多いと（重量）生成率はよ
り高くなる（図 1 ）[20]．ヘキサメチレンテトラミンも
第三級アミンであるが，他の第三級アミン類と比較して
もホルムアルデヒド（重量）生成率は最も高かった．そ
の後の検討により，再発防止のため，水道水質基準体系
の新たなカテゴリーとして浄水処理対応困難物質（通常
の浄水処理により水質基準項目等を高い比率で生成する
物質）が設定され，ヘキサメチレンテトラミンを含む14
物質が指定された[21]．浄水処理対応困難物質の取り扱
いとして，浄水処理対応困難物質の排出側での管理促進，
水質事故把握のための体制整備，浄水処理対応困難物質
によるリスクの把握，影響緩和措置による対応能力の強
化が示された．また，この水質事故での断水の経験を踏
まえ，水道利用者の立場から断水に対する意識等のアン
ケート調査を実施したところ，水質基準を満たしていな
い水であっても，数日程度であれば，特に生活用水確保
のために断水を望まない傾向があることが示された[22]．

図 1　第三級アミン類からのホルムアルデヒド重量生成率（*浄水処理対応困難物質）[20]
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表 2　東日本大震災以降の主な災害による水道の被害状況［1,25-31］

発生年月 名称 地域 断水戸数
（万戸） 最大断水日数

2011.3 東日本大震災 東日本各地等 約256.7 約 5 か月1）

2011.7 平成23年 7 月新潟・福島豪雨 新潟，福島 約5.0 68日2）

2011.9 台風12号 和歌山，三重，奈良等 約5.4 26日
2013.7～8 梅雨期豪雨 山形，山口，島根等 約6.4 17日
2014.7～9 梅雨・台風・土砂災害 高知，長野，広島，北海道等 約5.5 36日
2014.11 長野県神城断層地震 長野等 約0.13 25日
2015.7 台風11号 香川，鹿児島等 約0.2 10日
2015.9 平成27年 9 月関東東北豪雨 茨城，栃木，福島，宮城 約0.93 12日
2016.1 寒波による凍結被害 九州を中心とした西日本一帯 約50.4 6日
2016.4 平成28年熊本地震 九州地方 約44.6 約 3 か月半3）

2016.8 台風10号 北海道，岩手等 約1.7 40日
2016.10 鳥取県中部地震 鳥取等 約1.6 4日
2017.7 平成29年九州北部豪雨 福岡，大分 約0.3 23日3）

2018.1～2 平成30年1～2月寒波による凍結被害 北陸地方，中国四国地方 約3.6 12日
2018.6 大阪府北部を震源とする地震 大阪 約9.4 2日
2018.7 平成30年 7 月豪雨（西日本豪雨） 広島，岡山，愛媛等 約26.3 38日3）

2018.9 台風21号 京都，大阪等 約1.6 4） 12日
2018.9 北海道胆振東部地震 北海道 約6.8 34日3）

2018.9 台風24号 静岡，宮崎等 約2.0 4） 19日
2019.9 令和元年房総半島台風 千葉，東京，静岡 約14.0 17日
2019.10 令和元年東日本台風 宮城，福島，茨城，栃木等 約16.8 33日
2020.7 令和 2 年7月豪雨 熊本，大分，長野，岐阜等 約3.8 56日3）

2021.1 令和 3 年1月 7 日からの大雪等 西日本等 約1.6 8日
2021.2 福島県沖を震源とする地震 宮城，福島，茨城，栃木 約2.7 6日
1）津波地区等除く，2）全戸避難地区除く，3）家屋損壊地域除く，4）断水戸数が多いのは停電による短時間断水が発生したため

一方，基準を満たさないことが健康影響に直結するとい
う不安，基準を満たさないこと自体に対する不安がある
こともわかった．
2016年，厚生労働省は，上記の水質事故の経験も踏ま

え，水道事業者等が断水による影響も考慮し，摂取制限
を行いつつ給水を継続することを選択肢として適切に判
断できるよう，「水質異常時における摂取制限等を伴う
給水継続の考え方について」を公表した[6]．長期的な
健康影響をもとに基準値が設定されている項目について，
一時的に基準値超過が見込まれる場合，水道事業者等の
判断で，水道利用者に対して水道水の摂取を控えるよう
広報しつつ，給水を継続（摂取制限を伴う給水継続）す
ることが可能というものである．実施にあたっては，総
合的に判断し，より社会的影響の小さい対応として選択
する必要がある．
この考え方は，熊本地震において準用され，原水で

ある井戸水の濁度上昇により，17市町村で摂取制限を伴
う給水継続が実施された（ 8 市町村では給水停止）[23]．
また，平成30年 7 月豪雨（西日本豪雨）では，浄水場が
損壊したため仮設浄水施設を整備したが，消毒副生成物
が水質基準をわずかに上回ったため，摂取制限を伴う給

水継続が実施された[24]．

III．災害時における応急給水活動と給水確保

 1 ．災害時の応急給水活動
東日本大震災では，約256.7万戸の断水被害が発生し
た（表 2 ）[1,25-31]．東日本大震災以降も地震による断
水被害は何度も発生しており，近年は，豪雨や台風によ
る断水被害も毎年のように発生し，さらに寒波による断
水被害も発生している．
厚生労働省は，自然災害等による断減水の被害状況の
把握を把握するため，これまで水道事業者等を対象に情
報提供を依頼していたが[32]，熊本地震等で飲料水供給
施設や公営以外の水道事業でも大きな被害が発生した．
このため，断減水の発生状況を報告する範囲を拡大し，
これら施設についても依頼することとなった[33]．
応急給水活動や応急復旧活動は，水道において災害時
の最も重要な活動である．被災水道事業体への応急支援
活動には幾つかの枠組みがあるが，中心的なものは，（公
社）日本水道協会による会員水道事業体の相互支援の枠
組みである．この内容は，「地震等緊急時対応の手引き」
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において取りまとめられている[34]．全国の会員水道事
業体は，地方支部，都道府県支部等の枠組みで構成され
ており，災害時の情報連絡や応援要請は，この枠組みに
基づいて行われ，地方支部長や都府県支部長等が中心的
な役割を担う（図 2 ， 3 ）[34]．同手引きの内容は，東

日本大震災での教訓を踏まえて，2013年に，応援の広域
化・長期化への対応，初動期の混乱を減らす工夫，現場
実務を効率的・効果的にする工夫を主なポイントとして
改訂された[34]．さらに，その後の震災等での応援活動
での課題を踏まえて，2020年に，使いやすい・わかりや

図 2 　地震等緊急時における情報連絡の流れ（地震等緊急時（｢震度5（弱）以
上の地震｣ また ｢その他の自然災害・事故等により大規模な断水が発生し
た場合｣）において，被災水道事業体は，早期に水道施設の被害状況，応
援要請の有無を被災都府県支部長等に連絡する．水道施設に被害が無い場
合または応援要請が無い場合もその旨を連絡する．）[34]

図 3 　地震等緊急時における応援要請の流れ（応援要請は，「被災水道事業体
→被災都府県支部長等→被災地方支部長→日本水道協会救援本部」の流れ
で行われる．先遣調査隊，現地調整隊は，連携・協力して応援要請の決定
および連絡調整等に係る支援を行う．）[34]
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すい視点，応援体制を迅速かつ効率的に構築するための
取り組み，災害時の新たなニーズや問題に対応する事項
等を主なポイントとして改訂が行われた[34]．
東日本大震災での断水状況と応急給水について分析し，

応急給水能力の評価を行ったところ，広域災害時には国
内保有の給水車と派遣可能な事業体に限りがあり，目標
応急給水量（ 3 L/日）の達成するのは困難であるとの考
察が行われた[35]．災害時の応急給水活動について，し
ばしばアンケート調査が行われている．東日本大震災で
の調査では在宅被災者が点在しており，その把握の困難
さ，戸別給水による負担増[36]，また，熊本地震での調
査では，高齢者に関連して水が重いことによる給水パッ
ク・容器の持ち運び等が課題として挙げられた[37]．応
急給水について，飲用できるかどうかの問い合わせも多
かった．災害断水時において，被災者が生活し，被災企
業が営む中で断水の継続がこれ以上がまんできなくなる
平均的な閾値を断水受忍限度とし，水の各用途の中で，
断水受忍範囲が小さいのはトイレ用水，飲料水・調理用
水で，被災企業のうち製造業では食品業や鉄鋼業，非製
造業では卸売・小売業，医療・福祉，運輸・郵便業，金
融・保険業であることが示された[38]．災害時の断水に
よる社会的影響の軽減策のうち，需要側の対策に着目し，
災害時に低下する水供給容量に応じて需要調整を図るこ
とで水需要バランスの安定化を目指す災害水需要マネジ
メントについて，その方略として，心理的方略（節水意
識の醸成等），構造的方略（計画的給水制限等）に大別
できることが示された[39]．

 2 ．災害時における重要給水施設の給水確保
自然災害や水質事故等の非常事態でも，基幹となる水

道施設の安全性の確保，被災した場合でも速やかに復旧
できる体制の確保等が必要とされ，この対策として水道

施設の耐震化が進められている[25,40]．災害時の給水が
特に必要となる重要給水施設に供給する管路（重要給水
施設管路）について，優先的な耐震化が必要であり，そ
の耐震化計画が容易に策定できるよう，重要給水施設管
路の耐震化計画策定の手引きが作成された[41]．ここで，
重要給水施設は， 5 つの種別で定められており（表 3 ）
[41-44]，このうち，医療機関等では災害拠点病院，救急
告示医療機関，透析病院，医療救護所等が，福祉施設で
は福祉避難所，高齢者福祉施設，障害者福祉施設，児童
福祉施設等が，重要給水施設として選定した施設等とし
て示されている．
2006年，災害発生時に災害医療を行う医療機関を支援
する災害拠点病院の要件に，施設の耐震構造，水，電気
等のライフラインの維持機能，診療設備等が盛り込まれ
た[45]．指定要件は，東日本大震災を踏まえて見直され，
給水確保に関しては，「施設は適切な容量の受水槽の保
有，停電時にも使用可能な井戸設備の整備，優先的な給
水協定の締結等により，災害時の診療に必要な水を確保
すること」，「食料，飲料水，医薬品等について，流通を
通じて適切に供給されるまでに必要な量として，3日分程
度を備蓄しておくこと」，「食料，飲料水，医薬品等につ
いて，地域の関係団体・業者との協定の締結により，災
害時に優先的に供給される体制を整えておくこと」と
なった[46]．
2018年に， 7 月豪雨，台風21号，北海道胆振東部地震

が相次いで発生して重要なインフラ機能が喪失したこと
を踏まえ，防災・減災，国土強靱化のための 3 か年緊
急対策が閣議決定された[7]．この中で，厚生労働省は，
災害拠点病院等の給水設備の強化に関する緊急対策，全
国の重要度の高い水道施設（重要給水施設に至るルート
上にある水道施設）に関する緊急対策，全国の耐震化す
べき基幹管路（導水管，送水管，配水本管）に関する緊

表 3　重要給水施設の種別と選定施設（事例）[41-44]
種別 重要給水施設として選定した施設等

医療機関等 ・災害拠点病院 3）・救急告示医療機関 4）・透析病院・医療救護所等 5）

避難場所・避難地 1） ・指定緊急避難場所 6）・広域避難場所・一時避難場所等
避難所 2） ・指定避難所 7）・広域避難所・収容避難所・その他避難所等
福祉施設 ・福祉避難所 8）・高齢者福祉施設・障害者福祉施設・児童福祉施設等

防災拠点等 ・ 市役所等の行政施設（県，国の施設を含む )・災害対策本部・警察，消防・応急給水拠点・水道庁舎，
営業所・駅・空港，ヘリポート・食料，物資集積所・清掃工場・自衛隊施設等

1）避難場所・避難地：切迫した災害の危機から逃れるための場所
2）避難所：災害時に一時的に避難生活を送るための施設
3）災害拠点病院：厚生労働省防災業務計画第 1 編第 2 章第 2 節第 3 [42]で災害時医療体制の整備のために都道府県が選定する医療
施設

4）救急告示医療機関：救急病院等を定める省令[43]に基づいて，都道府県知事が認定した救急医療に関する知識・経験を有する医
師および施設・設備等を有する医療機関

5）医療救護所：災害時に応急手当を中心とした医療救護活動を行う施設
6）指定緊急避難場所：災害対策基本法第49条の 4 [44]に基づき，市町村長が洪水，津波その他の政令で定める異常な現象ごとに指
定する避難場所

7）指定避難所：災害対策基本法第49条の 7 [44]に基づき，市町村長が災害が発生した場合における適切な避難所を確保するため指
定する避難所

8）福祉避難所：指定避難所と同様であるが，主として高齢者，障害者，乳幼児その他の特に配慮を要する者（要配慮者）の円滑な
利用を確保するための措置，体制等が講じられている避難所
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急対策等の12項目の緊急対策を実施した．
災害拠点病院は，1996年より整備を開始して，2018
年 4 月 1 日現在，736病院が指定されている[10,47]．緊急
点検の結果，災害拠点病院のうち，98.6％は受水槽を保
有し，そのうち59.4％が地下水を利用していた．受水槽
の容量は65.7％が 3 日未満であった．災害拠点病院のう
ち，受水槽の容量が 3 日未満で，地下水を利用していな
い病院は177（24.0％）であった．これら緊急点検結果
を踏まえ，その指定要件が改正され，水の確保について
は，「災害時に少なくとも 3 日間の病院の機能を維持で
きる水を確保すること．具体的には，少なくとも 3 日分
の容量の受水槽を保有しておくこと又は停電時にも利用
可能な地下水利用のための設備（井戸設備を含む．）を
整備しておくことが望ましい．ただし，必要に応じて優
先的な給水協定の締結等により必要な水を確保するこ
とによっても差し支えないこと」となった[48]．さらに，
2020年の防災・減災，国土強靱化のための 5 か年緊急対
策[8]で，災害拠点病院等の災害時において病院の診療
機能を 3 日程度維持するために必要な設備の増設（受水
槽の増設，地下水利用給水設備の整備）等の整備状況に
ついて，達成目標100％（2025年度）が示された．
重要給水施設に至るルート上にある水道施設（取水・
導水施設，浄水場，配水場）は10745施設あり，停電対策，
土砂災害対策，浸水災害対策として整備，あるいは特段
講じられていなかった割合は，それぞれ34％，13％，13％
であった[9]．地震対策では，浄水場，配水場の耐震化
率はそれぞれ36.2％，59.4％であった．水道管路について
は，基幹管路の耐震適合率は38.7％（2016年度末時点）
であった．重要給水施設に至る管路では，基幹管路，管
路全体の耐震適合率は，それぞれ46.0％，34.7％であった 
[9]．厚生労働省は，耐震化目標として，2022年度末まで
に基幹管路の耐震適合率を50％としているが，重要給水
施設に至る基幹管路においてもまだ達していない．点検
結果を踏まえ，水道施設については，停電対策，土砂災
害対策，浸水災害対策，地震対策として，それぞれ自家

発電設備の設置等，土砂流入防止壁の設置等，防水扉の
設置等，耐震補強等が，管路については耐震化すべき基
幹管路の耐震化のペースを現在の1.5倍に加速する対策
が取られた[9]．防災・減災，国土強靱化のための 5 か
年緊急対策[8]において数値目標（2025年度）が定められ，
水道施設への各対策の実施率は，それぞれ77％，48％，
59％および41％と71％（浄水場と配水場の耐震化率）が，
基幹管路の耐震化率は54％が示された．また，基幹管路
の耐震化目標は，2028年度末までに60％に変更された．
災害時において，重要給水施設への応急給水は，最優
先となる．このため，あらかじめ地域防災計画において，
水道事業者等の役割を明確化し，医療機関等との連絡体
制を定め，平常時から重要給水施設を整理し，優先順位
を定めておく必要がある[34]，水道局，衛生部局，病院
等による合同応急給水訓練も実施されている．首都直下
地震を想定し，東京都水道局等の22水道事業体は，東京
都福祉保健局，病院等との協力により，合同防災訓練を
実施した[49]．この訓練では，東京都や横浜市の医療機
関からの応急給水要請に対し，テレビ会議にて他都市で
活動する給水車による緊急支援を決定し，病院への救援
隊連携応急給水訓練が行われた．また，広域災害救急医
療情報システムを活用した，水道局と保健所，医療機関
等による合同応急給水訓練も行われ，医療機関側の支援
要請の体制，スマートフォンを活用した受援体制の課題
について検証された[50]．
高齢者ケアにおいて水供給は大きな役割を果たしてお
り，特に災害時要援護者支援という視点からその対策は
極めて重要である．重要給水施設等を対象とした水使用
量に関する調査によると（表 4 ）[51-56]，特別養護老人
ホームでの入所者 1 名あたりの水使用量（中央値）は，
東京都と全国（公営水道のみ）でそれぞれ411および
408 L/日，入所高齢者，職員，訪問者を含めた 1 名あた
りの水使用量（中央値）は全国で247 L/日であった．ま
た，断水対策として，災害時の給水に役立つ受水槽や個
人用井戸の保有率，飲料水ストックや携帯トイレの保有

表 4　重要給水施設での水使用量[51-56]
施設 水使用量 算出状況他 文献

特養1） 408 L/（日・人） 公営水道のみ使用，入所者あたりの中央値（n=376），2013年 7 月，全国 [51]
特養1） 263 L/（日・人） 公営水道のみ使用，入所者＋職員あたりの中央値（n=362），2013年 7 月，全国 [51]

特養1） 247 L/（日・人） 公営水道のみ使用，入所者＋職員＋訪問者あたりの中央値（n=287），2013
年 7 月，全国 [51]

特養1） 411 L/（日・人） 上水道・簡易水道のみ，入所者あたりの中央値（n=13），2012年10月，東京都 [52]
有料老人ホーム 431 L/（日・人） 上水道・簡易水道のみ，入所者あたりの中央値（n=19），2012年10月，東京都 [52]
病院（通常時） 1660 L/（日・床） 地域医療センター（833床），米国 [53]
病院（緊急時） 841 L/（日・床） 地域医療センター（833床），米国 [53]
病院 890 L/（日・床） 国立病院（n=98），日本 [54]
ホテル 339 L/（日・人） シティホテル，2005年10月，京都 [55]
日常生活 100～411 L/（日・人） 単身世帯，1993年 1 ・ 7 月，東京 [56]
1）特養：特別養護老人ホーム
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率が高かったことが報告され，さらに，多くの特別養護
老人ホームが緊急時のトイレケアに関心を持っているこ
とも示されている．防災訓練については，断水を考慮し
た訓練，していない訓練を実施している施設は，それぞ
れ30％，66％であった[52]．また，災害時対応マニュア
ルについては，断水を考慮して作成している施設，して
いない施設は，それぞれ19％，20％であった．

IV．おわりに

東日本大震災では，水道施設は甚大な被害を受け，大
規模な断水に至った．それ以降も災害により大規模な断
水被害が発生している．水道は重要なライフラインであ
り，耐震化は一層進められ，また，応急給水活動を含め，
災害対応に関連した手引き等は改訂，あるいは新たに作
成された．病院等の重要給水施設は，災害時でも給水確
保が必要であり，その対策が優先的に進められている．
水道事業体と他部局等が連携し，合同応急給水訓練等
も実施されているが，このような取り組みは参考となる
事例であるため，より多くの事業体での適用が求められ
る．応急給水活動やその関連活動では，様々な研究も行
われているが，応急給水は実務的な内容であるため，水
道事業体との協同や成果の実装化が望まれる．また，摂
取制限を伴う給水継続の考え方が示され，災害時の適用
事例も報告されているが，この考え方も含め，災害時の
水質管理について，さらなる知見の集積が必要である．
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